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２　職員の平均給料月額、平均年齢の状況
⑴ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況
　 （令和３年４月１日現在）
① 一般行政職
区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国比較ベース）
菊陽町 38.6歳 294,900円 356,318円 316,565円
熊本県 43.2歳 325,956円 400,963円 351,947円

国 43.0歳 325,827円 ― 407,153円
類似団体 41.2歳 303,804円 368,946円 337,175円

菊陽町の給与・定員管理の概要を公表します

町職員の給与や職員数、勤務条件などの概要を公表します。
詳細版は町ホームページに掲載しています。

⑷ 退職手当（令和４年４月１日現在）　※退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。
菊陽町 国

年数
勤続20年
勤続25年
勤続35年

最高限度額

自己都合
19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
47.7090月分

応募認定・定年
24.58688月分
33.27075月分
47.70900月分
47.70900月分

年数
勤続20年
勤続25年
勤続35年

最高限度額

自己都合 
19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
47.7090月分

応募認定・定年
24.58688月分
33.27075月分
47.70900月分
47.70900月分

その他の加算措置 早期退職特例措置（２～45％加算） その他の加算措置 早期退職特例措置（２～45％加算）
（退職時特別昇給　なし）

１人当たり平均支給額 9,481千円 22,853千円

⑶ 地域手当と特殊勤務手当
　　（令和４年４月１日現在）
地域手当と特殊勤務手当（感染症防疫作業手
当と用地交渉従事手当）支給実績は０人です。

⑸ その他の手当（令和４年４月１日現在）

手当名 内容・支給単価 国の制度
との異同

支給実績
（令和３年度決算）

支給対象人数
（令和３年度決算）

扶養手当 扶養親族のある職員に対して支給
◦配偶者 6,500円　　◦子 10,000円　　◦その他 6,500円 同じ 24,868,800円 97人

住居手当 借家（最高限度額）28,000円 同じ 19,551,695円 63人

通勤手当
◦交通機関利用者（最高限度額）55,000円
◦自動車など通勤者へ距離区分に応じて支給 2,000円～31,600円
　（通勤距離片道２キロ以上）

同じ 9,334,510円 201人

管理職手当 ◦部長職 42,400円　 ◦次長職 39,100円　 ◦課長職 32,700円 同じ 11,094,000円 27人

５　特別職の報酬などの状況（令和４年４月１日現在）
区分 給料月額など

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額
町長 747,000円 920,000円 ／ 565,500円

副町長 593,000円 760,000円 ／ 518,500円
教育長 542,000円 ―

報
酬

議長 332,000円 499,000円 ／ 252,000円
副議長 273,900円 430,000円 ／ 202,000円
議員 249,000円 400,000円 ／ 174,000円

期
末
手
当

町長 （令和３年度支給割合）
2.55月分　　加算措置有副町長

教育長
議長 （令和３年度支給割合）

2.55月分　　加算措置有副議長
議員

退
職
手
当

（算定方式） （支給時期）
町長 給料月額×在職年数×500/100 任期ごとに支給

副町長 給料月額×在職年数×290/100 任期ごとに支給
教育長 給料月額×在職年数×240/100 任期ごとに支給

１　総括
⑴ 人件費の状況（普通会計決算）
　 ※人件費は、令和３年度における特別職（町長、副町長、議員、会計年度任用職員など）に支給される給料や報酬などを含みます。

区分 住民基本台帳人口
（令和４年１月１日）

歳出額
（Ａ） 実質収支 人件費

（Ｂ）
人件費率
（Ｂ／Ａ）

（参考）
令和２年度の人件費率

令和３年度 43,335人 19,850,903千円 683,586千円 2,159,033千円 10.9% 10.3%

⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算）
　 ※職員手当には、退職手当は含まれていません。職員数は、令和３年４月１日現在の人数です。

区分 職員数
（Ａ）

給与費 １人当たり給与費
（Ｂ／Ａ）

（参考）類似団体平均
１人当たり給与費給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

令和３年度 215人 740,691千円 122,544千円 284,674千円 1,147,909千円 5,339千円 5,696千円

② 技能労務職

区分
公務員

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
（Ａ）

平均給与月額
（国比較ベース）

菊陽町 40.3歳 16人 250,200円 262,163円 259,344円
うち学校給食 40.3歳 13人 253,600円 264,430円 261,592円
うちその他 40.1歳 3人 235,500円 252,367円 294,567円

熊本県 54.6歳 209人 331,261円 364,353円 344,556円
国 50.9歳 2,201人 286,947円 ― 328,603円

類似団体 51.5歳 8人 296,210円 324,948円 314,351円

⑵ 職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）
区分 菊陽町 熊本県 国

一般行政職
大学卒 182,200円 188,700円 182,200円
高校卒 150,600円 154,900円 150,600円

技能労務職
高校卒 147,900円 157,400円 ―
中学卒 139,900円 ― ―

⑶ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）
区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大学卒 293,850円 368,250円 403,500円 437,400円
高校卒 239,500円 362,800円 359,475円 406,400円

技能労務職 高校卒 220,500円 ― ― ―
（注）表中「―」の区分は、対象となる職員がいないため公表しておりません。

詳しくはこちらから

問 総務課　人事秘書係　☎（232）2111

⑵ 時間外勤務手当
令和２年度決算 令和３年度決算

支給実績 57,220千円 80,718千円
職員１人当たり
平均支給年額 248千円 306千円

区分
参考

年収ベース（試算値）の比較
公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） （Ｃ／Ｄ）

菊陽町 4,178,556円 ― ―
うち学校給食 4,217,660円 2,580,000円 1.63
うちその他 4,013,804円 ― ―

３　一般行政職の級別職員数の状況（令和４年４月１日現在）

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

１級 主事、技師、保育士、保健師、司書、精神保健福祉士、及び臨床心理士の職務 32人 19.2％ 146,100円 247,600円
２級 高度な知識経験を必要とする主事、技師、保育士、保健師、司書、精神保健

福祉士及び臨床心理士の職務 34人 20.4％ 195,500円 304,200円
３級 係長、参事及び主査の職務 42人 25.1％ 231,500円 350,000円
４級 高度な知識経験を必要とする係長及び参事の職務並びに園長の職務 34人 20.4％ 264,200円 381,000円
５級 課長補佐及び指導主事の職務及び高度な知識経験を必要とする園長の職務 6人 3.6％ 288,900円 395,500円
６級 次長、会計管理者、課長、局長、室長及び館長の職務 12人 7.2％ 319,200円 410,200円
７級 部長の職務及びその職務内容等がこれと同程度である職の職務 7人 4.2％ 362,900円 444,900円
※菊陽町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

４　職員の手当の状況
⑴ 期末手当・勤勉手当の状況　※（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

菊陽町 熊本県
１人当たり平均支給額（令和３年度）

1,315.3千円
１人当たり平均支給額（令和３年度）

1,698.6千円
（令和３年度支給割合）

期末手当　2.55月分（1.45月分）
勤勉手当　1.90月分（0.90月分）

（令和３年度支給割合）
期末手当　2.55月分（1.45月分）
勤勉手当　1.90月分（0.90月分）

（加算措置の状況）　職制上の段階、
職務の級などによる加算措置

　　　◦役職加算 ５～15％

（加算措置の状況）　職制上の段階、
職務の級などによる加算措置

　　　◦役職加算 5～20％
　　　◦管理職加算 15～25％

（注）
１　「平均給料月額」とは、令和３年

４月１日現在における各職種ごと
の職員の基本給の平均です。

２　「平均給与月額」とは、給料月額
と毎月支払われる扶養手当、地域
手当、住居手当、時間外勤務手当
などのすべての諸手当の額を合計
したものであり、地方公務員給与
実態調査において明らかにされて
いるものです。
また、「平均給与月額（国比較ベー
ス）」は、比較のため国家公務員と
同じベース（＝時間外勤務手当等
を除いたもの）で算出しています。


